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研究成果の概要： 
  福祉教育（Social welfare Education）とは、日本で固有に発展してきた概念と実践である。

本研究では歴史研究・先行研究の分析により４つの時代区分をしてその特徴を明らかにし、

2000 年以降の社会福祉・教育改革を踏まえて今日的な福祉教育の理論課題と実践研究の枠

組みを示した。また歴史・理論研究に加えて、国内の福祉教育実践研究の組織化（プラッ

トフォーム）と韓国との比較研究の礎をつくることができた。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2005年度 4,200,000 0 4,200,000 

2006年度 4,200,000 0 4,200,000 

2007年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000 

2008年度 2,100,000 630,000 2,730,000 

  年度    

総 計 14,900,000 1,950,000 16,850,000 

 
 
研究分野：福祉教育 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：福祉教育、地域福祉、ボランティア学習、ＥＳＤ 
 
１．研究開始当初の背景 
福祉教育資料のデータベースの必要性 

日本では、福祉教育についての理論研究は
1970 年代から本格的に始まった。すでに 40
年の歴史がある。また実践の萌芽としては終
戦直後から、社会事業をこどもたちへ伝える
取り組み、例えば徳島県の子供民生委員活動、
静岡県の社会事業教育活動などが先駆的で
ある。ところが当時の福祉教育に関する史的
資料の散逸と当時の関係者の高齢化などに
より証言が得られにくくなりつつあるとい
う状況があり、必要なデータ等を収集してい

く必要が生じていた。とりわけ福祉教育実践
がどのように当該地域のなかで事業化され
てきたのか、その過程を明らかにしておくこ
とは、これからの福祉教育の展開を考えてい
く上でも必要な資料となる。 
 
理論研究と実践との乖離 
またこれまでの福祉教育研究は主として

社会福祉分野からのアプローチからの研究
がほとんどで学際的な研究に広がることが
できなかった。それは福祉教育実践の中核に
社会福祉問題を据えることで、この教育実践
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の固有性と特徴を見いだすことから、他の研
究領域とクロスオーバーすることができに
くかったといえる。 

さらに理論研究が概念の確立（構成要素）
と目的論的な視点から検討されたが故に、実
践と乖離した状況にあったことは歪めない。 
 
学校教育への普及と教育研究の視点 

しかしながら、福祉教育実践そのものは、
広く学校教育や地域のなかで広がってきた。 
とりわけ学校教育におけるボランティア活
動や奉仕体験の導入による取り組みは、こど
もたちの変容をもたらし、教師たちがこの教
育実践を意識するようになってきた。それに
伴い、教育関係の研究者がこの実践に関心を
示すようになってきた。 
新学習指導要領の導入や教育国民会議に

より奉仕活動の義務化が議論されるなど、学
校教育にボランティア、奉仕活動や地域連携
のあり方が問われ始めていた。 

また海外での取り組み、Service Learning
（アメリカ）や citizenship education（イ
ギリス）、韓国におけるボランティア活動の
義務化などが教育関係者に注目されてきた
ことも大きい。 

こうしたことから福祉教育に対して、教育
分野からの研究的アプローチが試みられつ
つあった。 
 
社会福祉の構造改革と福祉意識 

社会福祉基礎構造改革の後の社会福祉の
変化、とくに契約や市場化と地方分権化が進
展するなかで市民参加が課題になっている。 
ＮＰＯ活動の普及も含めて、市民参加や

「協働」がテーマになるなかで、そうした活
動における学習、すなわち「主体形成」の課
題が今日的にクローズアップされてきてい
る。このことは従来の啓発広報の内容ではな
く、むしろ市民エンパワーメントとして、市
民社会や共生文化の担い手としての意味合
いが強く意識されてきている。その際の具体
的なアプローチとして福祉教育が期待され
てきている。逆にそれに応えられる福祉教育
の内実が求められている。 
  
２．研究の目的 

そこで本研究では、福祉教育の再定義と実

践構造の解明することを目的とした。具体的

には現代的な福祉教育の概念を構築し、その

実践研究の方法について提起する。 
(1) 福祉教育理論の今日的考察を行う。 

1970 年代からの福祉教育理論研究を踏ま
えて、今日的な時代状況を加味した福祉教育
理論の検討を試みること。 
(2) 福祉教育実践研究の枠組みを提起する。 
 理論研究と実践とを結びつける「福祉教育
実践研究」のあり方を模索し、その研究枠組

みを提起すること。 
(3) 福祉教育実践に関する歴史的資料のデー
タベースの検討すること。 
 福祉教育実践の史的資料が散逸しないよ
うに収集し体系的に整理すること。その際に、
福祉教育実践のローカル性に着目し、それぞ
れの地域における歴史研究として取り組む
こと。 
(4) 福祉教育研究の国際比較（韓国）を実施
すること。 
 韓国ではボランティア活動を高等学校で
も義務化している。すでにプログラムの蓄積
や評価研究が試みられている。そこでアメリ
カ・イギリスなどの研究に加えて、今回は韓
国における福祉教育の実態をつかみ、日韓の
比較研究を試みていく。 
 
３．研究の方法 
今回のプロジェクト研究は教育学で採用さ

れている研究方法論も取り入れながら、実践

分析から理論を抽出していく初の体系的な福

祉教育研究として位置づく。 
福祉教育実践を多角的視点からトライアン

ギュレーション方式を用いて総合的な検討を

行うこと。 

(1)社会福祉分野と教育分野の研究者による

学際的チームを編成して遂行すること。 

具体期には、「福祉教育実践をどうみるか」

というテーマを設定し、それぞれの領域、

あるいは個々の研究者の得意とする研究方

法を用いて、実践分析や実践評価の枠組み

を提示することで、福祉教育実践研究の枠

組みを想定していく。  

 

(2)実践研究を重視するために、実践者と研究

者による共同研究の場を用いて事例検討を

重ねることで実践研究の共通項を抽出する。 

 研究者視点からの実践研究ではなく、実践

者とのコラボレーションによる共同研究が

重要になるなかで、協同実践にともなう多

角的な研究を試みる。 

 

(3)地元の社会福祉協議会と共同して歴史資

料に関する収集と体系的な資料集を編纂す

る。福祉教育実践のローカル性に着目する

ことから、地元の社会福祉協議会と共同し

て、当該地域の福祉教育資料を集約し、そ

の背景とともに体系的な整理を試み、テー

タベースを構築していく。 

 

(4)韓国における福祉教育の実態と課題につ

いて調べ、日韓の比較研究や共同研究をする

カウンターパートナーを設けていく。具体的

には、福祉教育研究をしている大学機関、推



 

 

進している機関（韓国社会福祉協議会）、さ

らには実践している社会福祉法人などと研

究パートナーとしての関係をつくり、日韓比

較研究につなげる枠組みをつくる。 

 
４．研究成果 
福祉教育研究の時代区分 

福祉教育に関連する文献はもとより、各地
域の報告書（47 都道府県の社会福祉協議会、
教育委員会が発行）を収集し、理論研究と実
践動向を踏まえた先行研究を行った。その結
果、福祉教育研究を 1970 年（研究萌芽期）、
1982 年～（基礎研究期）1995 年～（研究基
盤形成期）、そして 2002年～（学際的研究期）
として時代区分をすることにした。 
 

今日的な福祉教育理論を形作る鍵概念 
福祉教育に関する概念研究では、とくに５

つの概念と福祉教育の関連について考察し
た。これらは福祉教育実践者に対して、デル
ファイル法を実施し、実践に際して意識して
大事にしていた鍵概念を抽出した。その結果、
５つのキーワードに整理された。 
(1)Education for Sustainable 

Development、 
(2)Normalization、 
(3)Social Inclusion、 
(4)Social Capital、 
(5)Special needs Education 
これらは、明らかに第１期では見られなか

った考え方であり、「福祉教育概念の拡大」
という視点から検討を加えることになった。 
 このことによって、福祉教育概念の拡大に
は、社会福祉や教育における理論研究が影響
を与えていること、同時に実践者がそうした
視野を重視していることも明らかになった。 
 1970 年代に端を発する福祉教育研究の理
論変遷のなかで、今日（第４期）の理論研究
の課題として、「インフォーマル性」、「地域
性」、そして「当事者性」が付加されること
で、新たな福祉教育理論が構築されつつある
ことを示した。 
 
福祉教育実践研究の枠組み 
 さらにそうした多様性を有する福祉教育
実践をどう見るか－という問いかけは、福祉
教育実践研究の枠組みを確立していくこと
になってきた。 
 全国のすぐれた福祉教育実践を分析、ある
いは経験交流をすることで、実践を形作る６
つの要素があることを提起した。(1)人的要
素、(2)学習素材、(3)目標、(4)活動・学習
プログラム、(5)学習者の内的変化の要因、
(6)実践を規定する諸条件である。 
 さらに福祉教育実践は、実践の根底にある
価値を可視化していくことが重要になるが、
その際にプロット図というマトリックスを

示した。 
 
福祉教育実践のデータベース 
日本における先駆的な実践を積み上げて

きた長崎県、静岡県、徳島県を取り上げ、地

元の社会福祉協議会、ならびに関係者に呼び

かけ共同研究として史的資料の収集、関係者

からのヒアリング、それらのデータ分析と整

理を行い、出版してきた。 

『長崎県における福祉教育の 10 年の軌跡』

2006 長崎県社協 

『静岡県における福祉教育実践の足跡』2007 

静岡県社協 

『徳島県における福祉教育実践の足跡』2008 

徳島県社協 

 

韓国との共同セッション 
 韓国社会福祉協議会、三育大学、大邱大学、 
釜山大学、社会福祉法人幸福創造と共同して、
韓国福祉教育の実状把握と、韓日の福祉教育
推進のシンポジウムなどを開催した。 
 なお今後は日本福祉教育・ボランティア学
習学会が、このプログラムを継承して、日韓
の福祉教育比較研究を実施していくことに
なった。 
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